
２０１８年度 日本台湾交流協会日本奨学金（短期留学生） 事務手続き 

 

 

Ⅰ．奨学金等の支給 

 

１．支給内容 

 

○ 奨学金支給月額 ８０，０００円 

   ①支給期間：一般枠採用者（最大６か月以内）、日本研究枠採用者（最大１年以内） 

 ②支給始期：留学開始月 

③支給終期：留学終了月 

一般枠採用者は①の期間及び採用年度を超えて支給はしない 

 

 

２．銀行口座の設置 

 

  奨学金は、受入れ大学が指定する銀行口座に送金します。受入れ大学は当該年度の初回の奨

学金等支給申請時に「銀行振込依頼書（様式Ⅰ）」を日本台湾交流協会（以下「協会」という。）

に提出してください。 

※１ 銀行振込依頼書の記載内容に変更が生じた場合は速やかに協会へ連絡をしてください。 

※２ 口座名義はできるだけ大学名を含めた名称にしてください。 

※３ 前回と口座名義、口座番号が変わらない場合でも必ず提出してください。 

 

３．申請手続き 

 

（１）日本台湾交流協会日本奨学金（短期留学生）支給申請書（様式Ⅱ）の提出 

  奨学金は四半期ごとに前渡しの方法で、銀行口座に送金します。各四半期開始前月の申請書

提出締切日（次ページ別表参照）までに「日本台湾交流協会日本奨学金（短期留学生）支給申

請書」（様式Ⅱ）を提出してください。奨学金は申請書提出締切日の同月２５日（予定）に送金

します。（ただし、送金日が土・日・祝祭日等の場合は前営業日となります。） 

  また、受入れ期間開始が四半期の途中に当たる場合、初回の奨学金支給申請は、奨学金支給

開始月の前月に行ってください。 



○２０１８年度の奨学金等支給申請の締切日 

開始月 申請書提出締切日 奨学金送金予定日 

4 月～6 月分(4･5 月開始者を含む) 4/10（火）必着 4/25(水) 

6 月 開 始 者 の 6 月 分 5/11（金）必着 5/25(金) 

7 月～9 月分(7 月開始者を含む) 6/12（火）必着 6/25(月) 

8 月 開 始 者 の 8 月 ～ 9 月 分 7/10（火）必着 7/25(水) 

9 月 開 始 者 の 9 月 分 9/10（月）必着 9/25(火) 

10 月～12 月分(10 月開始者を含む) 9/10（月）必着 9/25(火) 

1 1 月開始者の 11 月～12 月分 10/11（木）必着 10/25(木) 

1 2 月 開 始 者 の 1 2 月 分 11/9（金）必着 11/22(木) 

1 月～3 月分(1 月開始者を含む) 12/10（月）必着 12/25(火) 

 

※ 当該月の締切日以降に申請書が協会に到着したものは、翌月の送金となる可能性があり

ますので、ご注意ください。 

※ 日本台湾交流協会日本奨学金（短期留学生）支給申請書（様式Ⅱ）の記入上の注意 

①個人番号欄は採用決定の通知文書に記載されている９桁の個人番号を記入してください。 

②申請該当月欄は請求する月を○で囲んでください。四半期を超えての奨学金の申請は原

則出来ません（９月除く）。不明な点がありましたら連絡してください。 

  注意：４月の場合：4～6月分（3ヶ月分）請求が出来ます。 

９月の場合：9～12月分（4ヶ月分）請求が出来ます。 

    

（２）奨学金の支給 

協会から日本の受入れ大学に送金する奨学金は、原則として四半期分をまとめて前渡しで送

金します。支給対象者への支給は、受入れ大学での在籍確認及び派遣元大学における正規の課

程での在籍を確認した上で、１か月ごとに行ってください。 

  また、本人から受領書（様式任意）を徴収し、支給期間の年度末から５年間、日本の受入大

学にて保管してください。銀行等からの送金により奨学金を支給した場合は、受領書の代わり

に、金融機関の振込受領書類等、送金を証明できる書類でも結構です。 

なお、受領書等は、必要に応じて協会に提出していただくことがあります。 

 

（３）支給対象者の一時離日 

支給対象者が奨学金の支給期間中、月の初めから終わりまで１か月以上にわたって日本を離

れることになった場合は、速やかに「日本台湾交流協会日本奨学金（短期留学生）支給対象者

一時離日届」（公文書・様式任意）を協会に提出してください。その場合は、当該月について

の奨学金は支給いたしません。既に協会から奨学金を受領している場合は、協会の指示に従い

返納手続きを行ってください。 

なお、年度末（２０１９年３月）に係る返納手続きは２０１９年３月２９日（金）までに、

協会への返納を完了いただく必要がありますので、協会へご連絡いただき、指示に従い返納手

続きを行ってください。 

 

 



Ⅱ．受入れ期間の変更等 

 

１．受入れ期間の変更 

 

（１）条件 

協会が採用決定時に通知した支給対象者の奨学金の支給期間（以下「受入れ期間」という。）

を変更することは、原則として認められません。 

ただし、査証発給の遅れや体調不良、家庭の事情など、やむを得ない時由であると認められ

る場合に限り、以下の条件により変更を認めることがあります。 

① 変更後の奨学金支給開始時期が応募資格の期間内（一期：４月～８月 

  二期：９月～１月）であること。 

② 変更後の奨学金支給月数が、当初決定した月数を超えないこと。 

 

（２）申請の方法 

受入れ期間を変更することが必要になった場合、日本の受入れ大学は、速やかに「日本台湾

交流協会日本奨学金（短期留学生）受入れ期間変更申請書」（様式Ⅳ）により協会に申請し、

承認を受けてください。 

（注） 期間変更申請を行う際には、当該事情及び本人の意志を十分把握、確認した上で申

請してください。 

 

（３）期間変更後の取り扱い等 

期間の変更に伴い、変更前の受入れ期間により既に奨学金を受領している場合は、協会の指

示に従い返納手続きを行ってください。 

なお、年度末（２０１９年３月）に係る返納手続きは２０１９年３月２９日（金）までに、

協会への返納を完了いただく必要がありますので、協会へご連絡いただき、指示に従い返納手

続きを行ってください。 

 

２．資格及び条件等の変更 

 

（１）届出の方法 

支給対象者に関して、奨学金申請時に本人の資格及び条件等を確認して採用しましたが、以

下の資格及び条件等に変更が生じた場合は、日本の受入れ大学におかれましては、速やかに「日

本台湾交流協会日本奨学金（短期留学生）資格及び条件変更申請書」(様式Ⅴ)を協会に提出し

てください。 

 

① 学生交流に関する協定等に基づき、日本の大学が受入れを承認している学生であること 

② 日本での留学期間終了後、在籍大学に戻り学業を継続する学生、又は在籍大学の学位を

取得する予定の学生であること 

③ 他団体等からの奨学金を重複取得していない学生であること 

 

（２）奨学金の打ち切り 

上記（１）の①～③の変更内容により、資格及び条件等に欠格が生じると判断した場合には、

以後の奨学金支給を打ち切る場合もありますので、予めご承知おきください。 



３．採用の取り消し 

支給対象者が、学業不振、素行不良等が極めて顕著で、本制度による支援を受けるにふさわ

しくないと協会が判断した場合、また、各種申請等において、その内容に悪質な虚偽があると

認められた場合、本制度の短期留学生としての採用を取り消すことがあります。採用取り消し

となった場合、協会は、支給済みの奨学金の返還を求めます。その場合は、既に協会から奨学

金を受領している場合は、協会の指示に従い返納手続きを行ってください。 

 

Ⅲ．その他 

 

１．「奨学金等受給証明書」（様式Ⅵ）の発行 

  日本の受入れ大学は、支給対象者から依頼があった場合、協会に代わって「奨学金等受給証

明書」（様式Ⅵ）の発行をお願いします。 

  なお、同証明書を発行する場合は、協会が支給対象者の採用決定時に通知した内容を確認の

上発行し、必ず控えを取って保管してください。 

 

２．採用の辞退 

短期留学生として採用決定された者が渡日前に採用を辞退する場合は、台湾の派遣元大学が

手続きを行います。そのため、受入れ大学で行っていただく手続きはありません。 

 

３．「留学状況報告書」の提出 

支給対象者の受入れ期間が終了し台湾の派遣元大学に戻ってから、台湾の派遣元大学から提

出していただきます。 

 

４．各種申請書類（様式）は、下記公益財団法人日本台湾交流協会ホームページ「奨学金留学生」

からダウンロードしてご利用ください。 

また、本事務手続きにつきましても、同様にご利用いただけます。 

 

公益財団法人日本台湾交流協会ホームページ「奨学金留学生」 

https://www.koryu.or.jp/ez3_contents.nsf/16 

 

５．大学・短期大学コード 

独立行政法人日本学生支援機構「留学生交流支援制度」の学校コード表（海外留学支援制度

大学コード表）の６桁の番号を記載してください。 

 

６．連絡・照会先 

〒106-0032 東京都港区六本木 3-16-33 青葉六本木ﾋﾞﾙ 7Ｆ 

公益財団法人日本台湾交流協会（東京本部） 総務部 奨学金担当 

T E L ：03-5573-2600（代表）〔内線 14〕 

F A X ：03-5573-2601 

Mail  ：shougakukin-k1＠k1.koryu.or.jp 


